


 かんぽ生命の石井でございます。

 本日は、お忙しいところご参加いただき、誠にありがとうございます。

 はじめに、私から、かんぽ生命の経営方針をご説明し、その後、常務執行役の千田
から、2016年3月期決算を含む、経営状況の詳細をご説明いたします。

 3ページをご覧ください。
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 かんぽ生命は、本年（2016年）10月に簡易生命保険誕生から100周年を迎えることと
なりました。皆さまからの長きにわたるご支援・ご厚情に、厚く御礼申し上げます。

 100周年という大きな節目の年にあたり、私たちは新たな経営理念を定めました。
「いつでもそばにいる。どこにいても支える。すべての人生を、守り続けたい。」

 ここには、日本郵政グループの一員として、変わらぬ使命を果たすとともに、お客さま
の夢や前向きに生きようとする気持ちを、保険の力で守り続けたいという強い意志を
込めています。

 この新たな経営理念を胸に、次の100年も、お客さまから信頼され、愛される会社であ
り続けられるよう、かんぽ生命を「大きくて、ユニークで、あたたかい会社」にしていき
たいと考えておりますので、今後ともご支援・ご鞭撻のほど、よろしくお願い申し上げま
す。

 4ページをご覧ください。
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 2016年3月期の振り返りについて、ご説明します。
 昨年11月に、かんぽ生命は、日本郵政・ゆうちょ銀行とともに、念願であった株式上
場を果たしました。将来展望を切り拓く新たなステージに入り、本年3月には、第一
生命との間で包括業務提携を結んでおります。

 商品・営業では、養老保険・終身保険の加入年齢の引上げ、短期払養老保険の創
設等により、2017年3月期の目標であった「新契約月額保険料500億円台」を、1年
前倒しで達成しました。

 資産運用では、足元の低金利環境を受け、リスク性資産への投資を総資産比6.6％
まで進め、安定的な利ざやの確保に努めています。

 事務・システムでは、引受から支払まで、簡易・迅速・正確な事務・システム基盤を
構築するべく、来年1月に予定している次期基幹系システムへの更改準備や、IBM 
Watsonの支払業務への活用に向けた取組みを推進しました。

 経済環境の変化が目まぐるしい1年ではありましたが、当期純利益は、業績予想
（840億円）を上回る848億円を計上し、前期比＋35億円、＋4.4％の増益を達成しま
した。これにより、株主配当も、前期比＋約15円の増配となる、1株当たり56円とす
ることができました。

 総じて、2016年3月期は、中期経営計画に沿って着実に実績を挙げるとともに、
将来の成長に向けた戦略的な施策をしっかり展開することができた年であったと、
評価しております。

 5ページをご覧ください。
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 昨今の生命保険会社を取り巻く大きな環境変化として、マイナス金利への対応が
あります。

 日本銀行のマイナス金利政策導入により、短期的な業績への影響は限定的であ
りますが、中長期的に安定した収益を確保するべく、資産・負債の両面から適切な
対応を図ってまいります。

 資産側については、運用部門の態勢強化や投資対象の拡大を通じて、資産運用
の多様化・高度化を推進します。現在の中期経営計画では、安定的な利ざやの確
保を目的として、リスク性資産を総資産の10％程度まで増やしていく方針ですが、
この方針に変更はありません。

 負債側については、収益性が金利動向に左右されにくい医療特約の販売に注力
していくとともに、保険料の見直しを含む商品・価格戦略を検討し、タイムリーに実
施していきます。

 生命保険ビジネスは、長期にわたる保険契約の積み重ねであることから、お客さ
まとの約束を確実に果たしつつ、安定的な利益創出に基づく株主還元の実現を目
指してまいります。

 私どもは、このような環境変化をむしろ構造改革の好機と捉え、中長期の取組み
に積極的に対応していく考えです。

 6ページをご覧ください。
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 本年3月に基本合意しました、第一生命との業務提携についてご説明します。
 今般の提携には、3つの柱があります。
 第一の柱は、海外生命保険事業です。本年1月に、第一生命の子会社である第一生命ベトナム
が、ベトナムポストとの間で独占販売契約を締結しました。当社は、日本の郵便局での販売経験
を活かして、第一生命ベトナムへの協力やマイナー出資を検討し、実施していきます。これは、
かんぽ生命にとって、海外事業戦略の端緒となるものです。

 第二の柱は、資産運用事業です。資産運用手段の多様化・高度化を目指し、第一生命の関連
会社である資産運用会社のファンドを共同利用することや、プロジェクトファイナンスなど成長分
野への共同投資を実施いたします。また、運用事務を委託している資産管理サービス信託銀行
へ、当社からのマイナー出資を実施いたします。

 第三の柱は、国内生命保険事業に関する共同研究です。新商品の開発について、両社で共同
研究を行い、それぞれのブランド力を活かした有効な販売方法を検討していきます。また、IT領
域について、既に両社が取り組んできた支払業務におけるIBM Watsonの活用や、今後、幅広い
分野でのFinTechの活用等、検討を開始します。

 今後、両社は協力して提携の成果を高め、地域社会の発展に貢献し、新しい価値の創造を目指
してまいります。

 以上で私からの説明を終わりますが、続いて、千田より、経営状況の詳細をご説明いたします。
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 かんぽ生命の千田でございます。

 私からは、2016年3月期決算を踏まえた、経営状況の詳細をご説明いたします。
 8ページをご覧ください。
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 8ページは、連結業績の状況です。
 経常利益は4,115億円、当期純利益は848億円を計上しました。当期純利益は、前
期比＋35億円、＋4.4％の増益を達成しております。

 通期業績予想に対しては、経常利益で117.6%、当期純利益で101.1%と順調な進捗
となりました。

 また、総資産は81.5兆円、純資産は1.8兆円となり、うち株主資本は4.3%増加してい
ます。

 次のページをご覧ください。
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 9ページは、新契約年換算保険料の推移です。

 個人保険の新契約年換算保険料は、短期払養老保険等の新商品投入効果などか
ら、前期比＋275億円の4,853億円となりました。

 また、右のチャートのとおり、第三分野の新契約年換算保険料は、昨年度、改定学
資保険の販売増により一時的に減少しましたが、当期は、前期比＋84億円の495億
円と、一昨年を上回る水準となりました。

 新契約年換算保険料は、個人保険・第三分野ともに、民営化以降の最高を記録して
おり、引き続き、ユニバーサルサービスの対象であり、主力商品である養老保険・終
身保険に、医療特約を付加して販売することに注力していきます。

 次のページをご覧ください。
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 10ページでは、営業推進・健康増進サービスをご説明します。

 当社では、営業推進と一体となった募集品質の向上を目指し、質と量を伴った営
業推進を徹底しています。

 100周年関連施策や「かんぽつながる安心活動」の本格展開等により、お客さまと
の対面機会を増やしてまいります。さらに、日本郵便の渉外社員増強を支援する
とともに、営業社員の実績に合わせた研修等を実施していきます。

 中小企業をターゲットとする直営店チャネルについては、商工会議所等との連携を
通じ、新たな顧客マーケットの拡大を目指します。

 また、今年度は日本郵便の「健康増進サービス」の事業化が可能であるかを検証
するため、福島県伊達市と連携し、実証実験を開始いたします。将来的には、本
サービスで得られた健康関連データを活用し、新商品開発につなげていきたいと
考えています。

 次のページをご覧ください。
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 11ページでは、保有契約の底打ち・反転をご説明します。
 左のチャートのとおり、新契約月額保険料は、民営化以降、順調に増加してきました。

 中期経営計画において、2017年3月期の営業目標としていた「新契約月額保険料500
億円台」を、昨年度1年前倒しで達成しましたが、引き続き、新契約の増加トレンドを継
続させていきたいと考えています。

 右のチャートは、保有契約件数の推移と内訳をお示ししています。

 民営化以降、保有契約の減少が続いてきましたが、減少傾向は徐々に緩やかになって
います。

 今後も、商品面の改善や販売チャネルの強化を続けるとともに、契約者訪問活動を通
じた顧客基盤の深掘りを行っていきます。こうした取組みにより、早期に保有契約の減
少に歯止めをかけ、中計最終年度（2018年3月期）以降の保有契約の底打ち・反転を実
現し、成長軌道を目指していきたいと考えています。

 次のページをご覧ください。
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 12ページは、資産運用の状況です。

 左の表のとおり、当社の資産運用は、円金利資産と円金利負債のマッチングを図る
ALMの観点から、公社債が中心となっています。

 昨今の低金利環境を踏まえ、運用資産の多様化を進めてきた結果、外国債券・株
式などのリスク性資産の残高は5.4兆円、総資産比6.6%に拡大しました。

 右の表のとおり、負債コストの比較的高い契約の消滅により平均予定利率が低下し
たことから、順ざやは前期比304億円増加し、974億円となりました。

 次のページをご覧ください。
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 13ページでは、資産運用の多様化・高度化をご説明します。

 現在、当社では、左下にあるローリスク・ローリターンの領域（国内債券や外国債券）
を中心として、一部資産をハイリスク・ハイリターンの領域（株式）で運用しています。

 今後は、ミドルリスク・ミドルリターンの領域を中心に運用対象を拡大し、特にオルタナ
ティブの領域については、リターンを得ることに加え、既存資産との分散効果も期待し
ています。

 ハイイールド債やバンクローンといった信用リスクテイクの拡大に加え、インフラ、PE等
も検討を進めていきます。

 株式運用については、これまで外部の運用機関に委託していましたが、今年度より
インハウスで運用を開始し、比較的高い配当利回りが期待できる銘柄を中心とした
運用を目指していきます。

 次のページをご覧ください。
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 14ページでは、事務・システムの態勢整備をご説明します。

 将来の成長・発展の基礎となる事務・システムについては、引受から支払まで、
簡易・迅速・正確な事務・システムを構築し、保険契約を管理する態勢を強化してい
きます。

 2017年1月予定の次期基幹系システムの更改により、開発生産性やシステム品質
の向上が期待されるとともに、システムコストの削減を見込んでいます。

 コスト削減については、ハードウェア領域で、初期調達費用と更改後8年間のランニ
ングコストを合わせて約330億円、ソフトウェア領域で、更改後5年間にわたり従来と
同規模の開発を継続した場合、約180億円の削減効果を見込んでいます。

 次のページをご覧ください。
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 15ページでは、IBM Watsonの活用をご説明します。
 当社では、保険金支払業務において、支払査定者の判断をWatsonが支援することに
より、保険金支払の判断をより迅速かつ正確に行うことを目指しています。

 具体的には、人的な判断が必要な領域について、Watsonが過去の類似事案・判断
材料を提示することにより、比較的経験の浅い査定者でも支払審査が可能になると
考えています。

 保険金支払業務へのWatsonの活用は、現在、IBMとの共同実験を重ねており、実用
化の目処が立ちつつあることから、今後はコールセンター、郵便局をサポートする
ヘルプデスクへの適用拡大を検討していきます。

 次のページをご覧ください。



 16ページは、EVの状況です。
 当期末のEVは、金利の大幅な低下を受け、2兆7,183億円となりました。
 RoEVについては、経済前提一定で＋6.2％、過去4年平均で＋8.5％の伸びとなってい
ます。

 RoEVは、経済価値ベースの数値で外部要因による振れが大きいことから、中長期で均
して見る必要があると考えており、年平均6～8%を目処としています。

 次のページをご覧ください。
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 最後に、2017年3月期の業績予想についてご説明します。

 保有契約の減少等から、経常収益は減収予想となっていますが、当期純利益は前
期比＋1.3％の増益となる860億円を予想しています。

 株主還元については、今後の利益見通し、財務の健全性、契約者への利益還元と
のバランスを考慮しつつ、配当性向30～50%を目安に、1株当たり配当の安定的な
増加を目指してまいります。

 こうした方針の下、来期の株主配当は、1株につき2円の100周年記念配当を実施す
るとともに、2円増配し、1株当たり60円（前期比＋7％）とする予定です。

 私からの説明は以上です。ご清聴ありがとうございました。
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